
業 務 仕 様 書 

 

１ 業務名 

  チャレンジ自然体験及び自然体験活動リーダー養成講座企画・運営業務 

 

２ 業務の背景・目的 

  札幌市教育委員会では、「自立した札幌人」を札幌市の教育が目指す人間像として掲げ、

教育の目標や方向性を明らかにするとともに、これらに基づき教育に関する施策を総合的・

体系的に進めていくことを目指し、様々な施策を展開している。 

  そのうち、野外教育（自然の中で組織的、計画的に一定の目標をもって行われる自然体

験活動の総称）では、思い通りにならない自然の中で活動することにより、互いに協力し、

一人ひとりが考えて行動する力が身に付くものとされており、札幌市教育委員会において

は、豊かな人間性や社会性を育む学習活動の推進のための取組みの一環として、幼児や小

学生を対象に、雪やみどりなどの豊かな自然環境の中で実施する「林間学校」や「なかよ

しキャンプ」によるグループ活動を通じ、自主性・協調性・コミュニケーション力等を養

い、子どもたちが社会で生きるために必要となる基礎的な能力の向上を目指してきた。 

  林間学校及びなかよしキャンプとも、参加者や保護者からの評価は高く、参加した子ど

もたちへの効果は一定程度あったものの、今後の展開を検討する中で、不登校などにより

事業参加につながりにくい子どもへの働きかけがこれまで十分ではなかったことや、指導

者不足による受入れ人数の限界という課題も見えたところである。 

また、不登校児童生徒数の増加や、感染症の流行をきっかけとした子どもの直接体験機

会の減少などの社会的課題もある中においては、札幌の子どもたちが等しく自然体験でき

る機会を引き続き創出していくための取組みが必要である。 

以上のことから、不登校状態にある児童生徒の活動意欲、コミュニケーション力、自己

肯定感等の向上と社会的自立に資するため、一人ひとりの実態に応じた活動機会として「チ

ャレンジ自然体験」を実施するとともに、札幌市における野外教育の持続可能な体制構築

に向け、地域等で自然体験活動を提供できる人材を養成するための「自然体験活動リーダ

ー養成講座」を「チャレンジ自然体験」と相互に連携させながら実施することで、体験活動

の質の向上や新たな活動機会の創出を目指す。 

 

３ 履行期間 

  契約締結日から令和７年３月 21 日（金）まで 

 

４ 業務内容 

  本業務の企画内容は、以下⑴及び⑵に掲げる項目を満たしたものであり、かつ別紙１に

示すイメージを踏まえたものとし、詳細な事業内容は企画提案の結果を基に、札幌市と受

託者で協議及び調整するものとする。 

なお、受託者は決定した事業内容に基づく運営等の業務全般を行い、それに係る連絡調
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整及び一切の費用の支払いを行うこととする。 

  また、⑴及び⑵に掲げる項目については、本業務目的を達成するために、⑵で養成した

人材を⑴にスタッフとして参加させるなど相互に連携させ、効果的に実施すること。 

 ⑴ チャレンジ自然体験の実施 

学校へ登校することが難しい不登校児童生徒（小・中学生）に自然や他者とふれあう機

会を提供し、活動意欲やコミュニケーション力の向上等を図ることができるような内容

を企画し、実施すること。なお、実施にあたっては以下の点に留意すること。 

  ア 対象者は市内在住の不登校児童生徒（小・中学生）とすること。 

  イ 実施回数及び定員については、令和６年７月から令和７年３月までの間で、市内い

ずれか２か所の教育支援センターにおいて各２回程度の実施を想定し、教育支援セン

ターごとに各 10名程度の定員とする。実施回数の制限は設けないが、教育支援センタ

ーで行う体験活動の一つとして実施するため、日時や回数は、教育支援センターの事

情や要望等に合わせること。また、参加費は無料とすること。 

  ウ 参加者が不登校に至った経緯や現状は様々であるため、参加者との関わり方に十分

配慮するとともに、一人ひとりの実態に応じた効果的なプログラムを提供すること。

なお、プログラムの策定にあたっては、事前に対象者や保護者等にニーズ調査を行う

こと。 

  エ 活動場所は、原則、教育支援センター又は教育支援センター周辺施設（公園など）

を中心とすること。 

  オ 事業開始前には必ず計画（内容、スタッフ数、予算等）を作成し、札幌市に提出する

こと。計画の作成にあたっては、内容等について適宜札幌市と十分に協議し、不登校

児童生徒への支援経験等を有するなど、不登校への理解があるスタッフの配置に努め

ること。 

  カ 事業実施後、参加者に対しアンケート調査を行った上で、その結果を分析し報告す

ること。調査項目や方法等については、事前に札幌市と受託者で協議の上、決定する

こと。 

 

 ⑵ 自然体験活動リーダー養成講座の実施 

   子どもたちに等しく自然体験活動の機会を提供し続けられるよう、身近な地域等で自

然体験活動を実践できる人材を養成するための講座を企画し、実施すること。なお、実

施にあたっては以下の点に留意すること。 

  ア 対象者は 18 歳以上で札幌市内に在住又は在勤・在学する者で、20 名程度とするこ

と。 

  イ 実施期間は、令和６年７月から令和７年３月までの間とすること。 

  ウ 講座の実施に際し、広報（広報物作成含む。）は委託者が行い、参加者の募集・受付

等は受託者が行うこと。 

  エ 参加者は、「地域で子どもたちを対象に自然体験活動を実践したい」「家庭で自分の

子どもや孫等に自然体験活動をさせたい」「自分自身のスキルアップにつなげたい」な



ど、様々な動機により参加することが想定されるため、幅広いニーズに対応可能な講

座内容とすること。また、講座の内容は、「自然体験活動における基礎知識」、「安全管

理に関する知識・技能、実技」及び「地域での実践（受講者が企画する子どもを対象と

したイベントの実施）」を必須科目とし、全５回以上とすること。（イメージ図は別紙

２のとおり。） 

なお、地域での実践として子どもたちを対象としたイベントを実施する際は、委託者

と事前に内容を協議の上、イベントの広報（広報物作成含む。）は委託者が行い、参加

者の募集・受付等は受託者が行うこととする。 

  オ 受講者に対し、日時、会場、諸費用、持ち物等を記載した開催案内を各回の講座実

施前に必ず送付すること。開催案内の内容等については、事前に札幌市と協議の上、

決定すること。 

  カ 講座の必須科目を全て受講した者に対し、修了証を交付するため、講座の最終日に

は修了式を実施すること。 

  キ 業務の実施にあたっては、参加者の安全の確保に努めるとともに、受講者の事故及

び使用会場等の損壊を補償するために必要な保険に加入すること。なお、保険加入の

内容を把握するため、保険証書等の挙証書類を事前に委託者に提出すること。 

  ク 飲食代等の受講者個人で消費するものに関する費用が必要な場合は、受講者から徴

収する受講料を充てること。その場合、参加しやすい料金設定となるよう配慮し、一

括で徴収すること。なお、プログラム開発費、人件費、謝礼、会場費、保険料、消耗品

費は受講料に含めないこと。 

    また、本講座に係る受講料については、事業運営の収支計画における収入として充

てることとし、委託者と事前に協議し、内訳等を報告の上、金額を決定すること。ただ

し、受講者が予定人数に満たないことによる減収について、委託者は責任を負わない

ものとする。 

  ケ 事業開始前には必ず計画（内容、スタッフ数、予算等）を作成し、札幌市に提出する

こと。計画の作成にあたっては、内容等について適宜札幌市と十分に協議することと

し、自然体験活動に関する専門的な知識を有し、人材養成の実践経験があるスタッフ

や講師の配置に努めること。 

  コ 各回の講座終了後、参加者に対しアンケート調査を行った上で、その結果を分析し

報告すること。調査項目や方法等については、事前に札幌市と受託者で協議の上、決

定すること。 

 

５ 実施報告書等の提出 

 ⑴ 提出物 

   業務を完了したとき、受託者は以下の業務完了届、実施報告書及び成果物を速やかに

委託者に提出すること。 

   なお、本業務により得られた成果は、札幌市に帰属する。 

  ア 業務完了届 １部（印刷物、Word 形式、PDF 形式のいずれか） 

  イ 実施報告書 ２部（PDF 形式）  



    実施報告書には、下記(ｱ)～(ｴ)の内容を含むこと。 

   (ｱ) 「チャレンジ自然体験」で実施したプログラムの詳細 

(ｲ) 「自然体験活動リーダー養成講座」で実施した内容の詳細 

(ｳ) 実施時の様子がわかる記録写真 

(ｴ) 実施したアンケート調査の結果報告 

  ウ 「チャレンジ自然体験」で実施したプログラムの詳細をまとめたもの 

  エ 「自然体験活動リーダー養成講座」で使用・配布した資料一式 

  オ 記録写真一式 

 

 ⑵ 電子データの納品方法 

   各成果物の電子データは、下記の形式で CD 又は DVD に保存し納品すること。 

 

成果物 データ形式 

ウ 「チャレンジ自然体験」で実施したプログラムの詳細 

エ 「自然体験活動リーダー養成講座」で使用・配布した資料一式 

Word 

Excel 

PowerPoint 

オ 記録写真一式 JPG 

 

 ⑶ 納品及び検査場所 

   札幌市教育委員会生涯学習部生涯学習推進課 

   （札幌市中央区北２条西２丁目 15 STV 北２条ビル４階） 

 

６ 著作権 

 ⑴ 受託者は、納品した成果物について、受託者が有する著作権法（昭和 45 年法律第 48

号）第 21 条から第 28 条までに規定する著作権を、成果物の納品とともに委託者に無償

で譲渡するものとする。 

   また、受託者は、委託者の承諾を得ず他に公表、貸与、又は使用してはならない。 

 ⑵ 本業務において使用する写真、イラスト及び文字等が受託者以外の者の著作物である

場合には、その著作物の使用について、著作者に説明しその承諾を得るなど必要な手続

きを行い、著作者と委託者との間に著作権法上の紛争が生じないようにすること。 

 

７ 秘密の保持及び個人情報の取扱い 

 ⑴ 本市は、企画提案者から提出された提案書等を、本業務における契約候補者の選考以

外の目的で使用しない。 

 ⑵ 企画提案者は、本業務に関し、本市から受領又は閲覧した資料等を本市の了承なく公

表又は使用してはならない。 

⑶ 受託者は、本業務の遂行にあたり知り得た一切の事項について、秘密を保持しなけれ

ばならない。 

 ⑷ 受託者は、本業務を履行するにあたって個人情報を取り扱う場合は、別紙３「個人情



報取扱安全管理基準」を遵守するとともに、契約締結前に委託者に対し、様式１「個人

情報取扱安全基準適合申出書」に必要な書類を添付した上で提出すること。 

 ⑸ 毎月終了後、個人情報取扱状況の報告を様式２「個人情報取扱状況報告書」にて１部

提出すること。提出方法は、印刷物１部又は電子データ（PDF 形式）をメールにより提出

することも可とする。送付先のメールアドレスは契約後に別途指示する。 

 

８ その他 

 ⑴ 本業務の履行にあたっては、運営体制や担当者等の氏名など、業務履行開始前に札幌

市に報告すること。（様式は問わない。） 

 ⑵ 本仕様書に定める事項のほか、札幌市契約規則及び関係法令を遵守すること。 

 ⑶ 委託業務の遂行にあたっては、委託者と連携を密にして作業を進め、疑義が生じた場

合や仕様書に定めのない事項については、委託者、受託者双方が協議をして、これを処

理すること。 

 ⑷ 受託者は、本業務の遂行にあたり、第三者の著作権、著作者人格権及びその他特許権、

商標権を含むいかなる知的財産権、プライバシー又は肖像権・パブリシティ権その他の

権利を侵害しないことを保証すること。第三者から成果物に関して権利侵害の訴えその

他の紛争が生じたときは、受託者の費用及び責任において解決するものとし、かつ委託

者に何らかの損害を与えたときは、その損害を賠償するものとする。 

 ⑸ 委託業務の遂行にあたっては、環境に配慮し、エネルギーの節約及びリサイクルの推

進に努めること。 

 ⑹ 本業務は札幌市議会において令和６年度予算案が可決された場合に執行する。 

 

９ 問い合わせ先 

  〒060-0002 札幌市中央区北２条西２丁目 15 STV 北２条ビル４階 

  札幌市教育委員会生涯学習部生涯学習推進課 担当：三井・国奥 

  電話：011-211-3872 FAX：011-211-3873 

 

 

 

 

 



チャレンジ自然体験

野外教育総合推進事業

自然体験活動リーダー養成

不登校により宿泊学習等の機会に参加できて
いない子どもたちに対し、自然や他者と触れ
合う体験機会を提供する。

・達成感、自己有用感の向上
・対人関係能力の改善・向上
・教育支援センターを所管する児童生徒担当
部等との連携により、参加した児童生徒の
学校生活の再開や社会的自立への一助とな
ることを目指す。
➡ 野外教育の効果を学校教育に還元

・児童生徒担当部（教育支援センターを所管）
・大学、研究機関（企画への指導助言を想定）
・民間事業者など

【対象】

市内在住の不登校児童生徒（小・中学生）

【定員】

主な活動場所となる教育支援センター１か所につき10名

【手法】

教育支援センターで行う体験活動の１つとして日帰り実施。

野外教育施設等での活動にこだわらず、対象となる子ども

たちの状況にあわせ、教育支援センター内等でも体験可能

な活動プログラムを作成する。

概 要

ねらい

連携先

手 法

概 要 子どもたちに等しく自然体験活動の機会を
提供し続けられるよう、地域等で活動プロ
グラムを実施できる人材を養成する。
（対象は大学生など幅広く想定）

・野外教育の持続可能な体制構築
・生涯学習社会の実現、地域の教育力向上
・大学等と連携することにより、新たな機
会の創出を目指す。

ねらい

連携先 ・大学
・野外教育施設
・指導者養成を行っている団体など

手 法

【対象】

札幌市内に在住または在勤・在学する18歳以上の方

【定員】

20名程度

【手法】

市内の野外教育施設などを会場とし、自然体験活動における

基礎知識、安全管理に関する知識・技能、実技及び地域での

実践を必須科目とした講座（全５回以上）を実施。

全日程を 修了した方に対し、札幌市から修了証を交付する。

一体的に実施

活躍の場

地域での
実践

基礎知識・
技術の向上

基礎知識・
技術の向上

目指す方向性：多様な主体との連携強化により、子どもたちが等しく自然体験できる機会を創出する

【仕様書別紙１】



【仕様書別紙２】 

自然体験活動リーダー養成講座イメージ図 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※＝必須科目（自然体験活動における基礎知識、安全管理に関する知識・技能、実技、地域での実践） 

 

 

 

▽内容 

▽内容 

▽内容 

【STEP1】

自然に触れて、

自然と遊んでみよう

（全１回）

•開会

•アイスブレイク

•自然体験、ネイチャーゲーム

•座学講義（自然体験活動の意義）

•振り返り

【STEP2】

子どもたちに

伝える技術を学ぼう

（全２～３回）

•アイスブレイク

•自然体験（子ども向けプログラムの体験）

•座学講義（自然体験活動の基礎知識・技術、安全管理）※

•STEP3に向けた準備

•振り返り

【STEP3】

子どもたちと

一緒に自然体験

（全２回）

•子ども向けイベントの実践 ※

•振り返り

•全体のまとめ

•修了式



 

1 

 

【仕様書別紙３】 

個人情報取扱安全管理基準 

 

１ 個人情報の取扱いに関する基本方針、規程及び取扱手順の策定 

  個人情報の適正な取扱いの確保について基本方針を策定していること。 

  また、以下の内容を記載した個人情報の保護に関する規程及び個人情報の取扱手順

等が定められていること。 

 (1) 組織的安全管理措置 

 (2) 人的安全管理措置 

 (3) 物理的安全管理措置 

 (4) 技術的安全管理措置 

 ※ 上記(1)～(4)の具体的内容については、個人情報保護委員会ホームページ 

（https://www.ppc.go.jp）に掲載されている「個人情報の保護に関する法律につい

ての事務対応ガイド（行政機関等向け）」の「４－３－１」の「安全管理措置（法第

６６条）」を御確認ください。 

 

２ 個人情報の取扱いに関する総括保護管理者及び保護管理者の設置 

  個人情報の取扱いに関する総括保護管理者及び保護管理者が定められており、基本

方針、規程及び個人情報の取扱手順等に明記されていること。 

 

３ 従業者の指定、教育及び監督 

 (1) 個人情報の秘密保持に関する事項が就業規則等に明記されていること。 

 (2) 個人情報を取り扱う従業者を指定すること。 

 (3) 個人情報の取扱い、情報システムの運用・管理・セキュリティ対策及びサイバー

セキュリティの研修計画を策定し、従業者に対し毎年１回以上研修等を実施してい

ること。また、個人情報を取り扱う従業者は、必ず１回以上研修等を受講している

者としていること。 

 (4) 総括保護管理者及び保護管理者は、従業者に対して必要かつ適切な監督を行うこ

と。 
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４ 管理区域の設定及び安全管理措置の実施 

 (1) 個人情報を取り扱う管理区域を明確にし、当該区域に壁又は間仕切り等を設置す

ること。 

  【管理区域の例】 

  ・ サーバ等の重要な情報システムを管理する区域 

  ・ 個人情報を保管する区域 

  ・ その他個人情報を取り扱う事務を実施する区域 

 (2) (1)で設定した管理区域について入室する権限を有する従業者を定めること。 

   また、入室に当たっては、用件の確認、入退室の記録、部外者についての識別化

及び部外者が入室する場合は、管理者の立会い等の措置を講ずること。さらに、入

退室の記録を保管していること。 

 (3) (1)で設定した管理区域について入室に係る認証機能を設定し、パスワード等の

管理に関する定めの整備及びパスワード等の読取防止等を行うために必要な措置

を講ずること。 

 (4) 外部からの不正な侵入に備え、施錠装置、警報措置及び監視装置の設置等の措置

を講ずること。 

 (5) 管理区域では、許可された電子媒体又は機器等以外のものについて使用の制限等

の必要な措置を講ずること。 

 

５ セキュリティ強化のための管理策 

  情報資産の盗難、紛失、持出し、複写・複製、目的外の使用及び第三者への提供を

防止するため以下の対策を実施していること。 

 (1) 個人情報の取扱いに使用する電子計算機等は、他のコンピュータと接続しない単

独による設置又は当該業務に必要な機器のみと接続していること。また、インター

ネット及び当該業務を実施する施設外に接続するイントラネット等の他のネット

ワークに接続していないこと。ただし、本市の許可を得た場合はこの限りでない。 

 (2) 個人情報の取扱いにおいてサーバを使用している場合は、当該業務を実施する施

設内に設置していること。また、サーバへのアクセス権限を有する従業者を定める

こと。さらに、部外者のアクセスは必要最小限とし、管理者の立会い等の措置を講

ずること。ただし、本市の許可を得た場合はこの限りでない。 
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 (3) 個人情報の取扱いにおいて使用する電子計算機等は、アクセス権等を設定し、使

用できる従業者を限定すること。また、アクセスログやログイン実績等から従業者

の利用状況を記録し、保管していること。 

 (4) 記録機能を有する機器の電子計算機等への接続制限について必要な措置を講ずる

こと。 

 (5) 本市が貸与する文書、電子媒体及び業務にて作成した電子データを取り扱う従業

者を定めること。 

 (6) 業務にて作成した電子データを保存するときは、暗号化又はパスワードにより秘

匿すること。また、保存した電子データにアクセスできる従業者を限定するととも

にアクセスログ等から従業者の利用状況を記録し、契約期間終了後、１年以上保管

していること。 

 (7) 本市が貸与する文書及び電子媒体は、施錠できる耐火金庫及び耐火キャビネット

等にて保管すること。また、書類の持ち出し記録等を作成していること。 

 (8) 個人情報の取扱いにおいて使用する電子計算機は、従業者が正当なアクセス権を

有する者であることをユーザ ID、パスワード、磁気・IC カード又は生体情報等のい

ずれかにより識別し、認証していること。 

 (9) 個人情報の取扱いにおいて使用する電子計算機は、セキュリティ対策ソフトウェ

ア等（ウィルス対策ソフトウェア等）を導入していること。 

 (10)業務にて作成した電子データを削除した場合は、削除した記録を作成しているこ

と。また、削除したことについて証明書等により確認できる措置を講ずること。 

 (11)個人情報の取扱いにおいて使用する電子計算機等を廃棄する場合は、専用のデー

タ削除ソフトウェアの利用又は物理的な破壊等により、復元不可能な手段を採用す

ること。 

 (12)本市の許可なく第三者に委託しないこと。 

 

６ 事件・事故における報告連絡体制 

 (1) 従業者が取扱規程等に違反している事実又は兆候を把握した場合の管理者への報

告連絡体制を整備していること。 

 (2) 情報の漏えい、滅失又は毀損等事案の発生又は兆候を把握した場合の従業者から

管理者等への報告連絡体制を整備していること。 
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 (3) 情報の漏えい、滅失又は毀損等事案が発生した際の本市及び関連団体への報告連

絡体制を整備していること。併せて、事実関係の調査、原因の究明及び再発防止策

の検討並びに決定等に係る体制及び手順等を整備していること。 

 

７ 情報資産の搬送及び持ち運ぶ際の保護体制 

  本市が貸与する文書、電子媒体及び左記書類等に基づき作成される電子データを持

ち運ぶ場合は、施錠した搬送容器を使用すること。また、暗号化、パスワードによる

保護、追跡可能な移送手段等により、破損、紛失、盗難等のないよう十分に配慮して

いること。 

 

８ 関係法令の遵守 

  個人情報の保護に係る関係法令を遵守するために、必要な体制を備えていること。 

 

９ 定期監査の実施 

  個人情報の管理の状況について、定期に、及び必要に応じ、随時に点検、内部監査

及び外部監査を実施すること。 

 

１０ 個人情報取扱状況報告書の提出 

  本市の求めに応じ、又は当該業務契約に基づき、各月の期間ごとの役務完了の書面

提出時において、本市が指定する様式にて個人情報取扱状況報告書を提出すること。 

 

１１ 情報セキュリティマネジメントシステム（以下「ISMS」という。）又はプライバシ

ーマーク等の規格認証 

  ISMS（国際標準規格 ISO/IEC27001:2013、日本工業規格 JISQ27001:2014）、プライバ

シーマーク（日本工業規格 JISQ15001:2006）等の規格認証を受けていること。 




